
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 172,709,511,683   固定負債 108,160,933,380

    有形固定資産 160,094,076,572     地方債等 79,824,049,790

      事業用資産 66,454,304,366     長期未払金 -

        土地 26,804,165,108     退職手当引当金 6,456,002,195

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 3,089,552,405     その他 21,880,881,395

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 7,898,894,178

        建物 98,397,542,404     １年内償還予定地方債等 7,012,910,311

        建物減価償却累計額 -66,648,502,897     未払金 248,275,373

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,509,173,735     前受金 314,004

        工作物減価償却累計額 -1,012,800,703     前受収益 12,000

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 463,495,501

        船舶 -     預り金 131,495,743

        船舶減価償却累計額 -     その他 42,391,246

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 116,059,827,558

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 179,097,244,576

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -108,463,106,483

        航空機 -   他団体出資等分 88,298,739

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,315,174,314

      インフラ資産 89,109,042,236

        土地 18,666,852,382

        土地減損損失累計額 -

        建物 3,497,781,463

        建物減価償却累計額 -1,281,002,185

        建物減損損失累計額 -

        工作物 130,135,747,250

        工作物減価償却累計額 -63,649,888,529

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,739,551,855

      物品 10,454,713,748

      物品減価償却累計額 -5,923,983,778

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 65,987,439

      ソフトウェア 56,421,711

      その他 9,565,728

    投資その他の資産 12,549,447,672

      投資及び出資金 265,619,854

        有価証券 1,932,853

        出資金 263,687,001

        その他 -

      長期延滞債権 490,589,248

      長期貸付金 676,783,350

      基金 11,045,774,260

        減債基金 3,314,300,289

        その他 7,731,473,971

      その他 109,656,044

      徴収不能引当金 -38,975,084

  流動資産 14,072,481,873

    現金預金 7,317,463,368

    未収金 361,179,510

    短期貸付金 179,407,521

    基金 6,208,325,372

      財政調整基金 6,208,325,372

      減債基金 -

    棚卸資産 24,625,948

    その他 1,693,424

    徴収不能引当金 -20,213,270

  繰延資産 270,834 純資産合計 70,722,436,832

資産合計 186,782,264,390 負債及び純資産合計 186,782,264,390

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 36,217,619

    その他 -

純行政コスト 81,071,572,820

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 14,471,328

  臨時利益 36,217,619

  臨時損失 426,948,937

    災害復旧事業費 55,485,480

    資産除売却損 356,992,129

    使用料及び手数料 2,047,367,205

    その他 420,963,565

純経常行政コスト 80,680,841,502

      社会保障給付 7,970,846,953

      その他 52,157,608

  経常収益 2,468,330,770

        その他 1,020,937,819

    移転費用 52,721,636,441

      補助金等 44,698,631,880

      その他の業務費用 1,781,702,339

        支払利息 718,888,348

        徴収不能引当金繰入額 41,876,172

        維持補修費 595,085,111

        減価償却費 6,078,919,784

        その他 -

        その他 1,233,799,921

      物件費等 19,588,733,248

        物件費 12,914,728,353

        職員給与費 6,617,430,011

        賞与等引当金繰入額 483,399,214

        退職手当引当金繰入額 722,471,098

  経常費用 83,149,172,272

    業務費用 30,427,535,831

      人件費 9,057,100,244

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 68,301,699,621 176,206,544,630 -107,980,615,219 75,770,210

  純行政コスト（△） -81,071,572,820 -81,080,726,159 9,153,339

  財源 82,940,139,348 82,939,657,580 481,768

    税収等 46,602,346,037 46,602,168,385 177,652

    国県等補助金 36,337,793,311 36,337,489,195 304,116

  本年度差額 1,868,566,528 1,858,931,421 9,635,107

  固定資産等の変動（内部変動） 1,241,509,080 -1,241,509,080

    有形固定資産等の増加 5,089,303,868 -5,089,303,868

    有形固定資産等の減少 -6,093,227,888 6,093,227,888

    貸付金・基金等の増加 4,674,676,906 -4,674,676,906

    貸付金・基金等の減少 -2,429,243,806 2,429,243,806

  資産評価差額 14,283,689 14,283,689

  無償所管換等 6,408,095 6,408,095

  他団体出資等分の増加 -4,226,365 4,226,365

  他団体出資等分の減少 1,332,943 -1,332,943

  比例連結割合変更に伴う差額 -10,053,714 526,588 -10,580,302 -

  その他 541,532,613 1,627,972,494 -1,086,439,881

  本年度純資産変動額 2,420,737,211 2,890,699,946 -482,491,264 12,528,529

本年度末純資産残高 70,722,436,832 179,097,244,576 -108,463,106,483 88,298,739

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 137,141,550

本年度歳計外現金増減額 -6,058,286

本年度末歳計外現金残高 131,083,264

本年度末現金預金残高 7,317,463,368

財務活動収支 -925,031,976

本年度資金収支額 -1,125,721,760

前年度末資金残高 8,322,680,773

比例連結割合変更に伴う差額 -10,578,909

本年度末資金残高 7,186,380,104

    地方債等償還支出 6,839,179,894

    その他の支出 7,674,648

  財務活動収入 5,921,822,566

    地方債等発行収入 5,534,828,950

    その他の収入 386,993,616

    資産売却収入 39,397,619

    その他の収入 1,342,298,660

投資活動収支 -5,660,853,118

【財務活動収支】

  財務活動支出 6,846,854,542

    その他の支出 601,000,000

  投資活動収入 4,010,781,357

    国県等補助金収入 851,089,229

    基金取崩収入 1,688,380,913

    貸付金元金回収収入 89,614,936

  投資活動支出 9,671,634,475

    公共施設等整備費支出 4,997,067,247

    基金積立金支出 4,026,247,228

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 47,320,000

    災害復旧事業費支出 55,485,480

    その他の支出 10,227,328

  臨時収入 37,787,000

業務活動収支 5,460,163,334

【投資活動収支】

    税収等収入 45,197,148,560

    国県等補助金収入 35,448,951,237

    使用料及び手数料収入 2,055,565,207

    その他の収入 441,172,053

  臨時支出 65,712,808

    移転費用支出 52,721,913,341

      補助金等支出 44,698,631,880

      社会保障給付支出 7,970,846,953

      その他の支出 52,434,508

  業務収入 83,142,837,057

    業務費用支出 24,932,834,574

      人件費支出 9,336,134,486

      物件費等支出 13,839,485,241

      支払利息支出 718,888,348

      その他の支出 1,038,326,499

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 77,654,747,915
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I. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達価額 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。 

イ 昭和60 年度以後に取得したもの 

取得価額が判明しているもの････････････取得価額 

取得価額が不明なもの･･････････････････再調達価額 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの･･････････････取得価額 

取得価額が不明なもの････････････････････再調達価額 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

(売却価額は移動平均法により算定) 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得価額（又は償却原価法） 

② 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

(売却価額は移動平均法により算定) 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

ただし、①～③すべて、実質価額の低下割合が 30％以上である場合、強制評価減を行っています。 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等･･････････････先入先出法による原価法。 

ただし、一部の連結団体(株式会社)においては、最終仕入原価法によっています。 

② 公有用地････････････････････個別法による原価法。 

連結財務書類における注記 
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(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     6年～50年 

工作物    6年～75年 

物品     3年～17年 

ただし、一部の連結対象団体(地方公営企業会計、株式会社)の一部資産は取替法又は定率法によっ

ています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

      ソフトウェア   5年 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率等により徴収不能見込額を計上

しています。ただし、一部の連結対象団体(株式会社)については、法人税法に規定する法定繰入率に

基づく繰入限度額によっています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい

ます。 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象団体については税抜方式

によっています。 

II. 重要な会計方針の変更等 

該当なし 

III.重要な後発事象 

(1) 重大な災害等の発生 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う支出が令和4年度以降発生することが見込まれます。 

IV. 偶発債務 

   該当なし 
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V. 追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

団体(会計)名 区分 連結の方法
比例連結

割合 

愛媛県市町総合事務組合 

（消防補償事業分） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 14.5% 

愛媛県滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.7% 

愛媛県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.9% 

株式会社西条産業情報支援センター 第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人西条市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 － 

西条市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

公益財団法人佐伯記念育英会 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社ソラヤマいしづち 第三セクター等 全部連結 － 

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。 

  連結方法は次の通りです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としております。 

② 地方三公社は、全て全部連結の対象としています。 

③ 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的

に主導的な立場を確保している団体を含みます。）について全部連結の対象としております。 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が完了したものとして調整してい

ます。 

(3) 表示単位未満の取扱い 

  百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

すべての普通財産 

イ 内訳 

事業用土地        101百万円 


